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平成18年3月期 個別財務諸表の概要   （財）財務会計基準機構会員  

上場会社名 株式会社ベネフィット・ワン                        平成18年５月11日 
コード番号  ２４１２  上場取引所 東証二部・ＪＡＳＤＡＱ 
 (URL http://www.benefit-one.co.jp) 本社所在都道府県  東京都 
代  表  者  役職名 代表取締役社長 氏 名 白石 徳生  
問合せ先責任者  役職名 取締役経営管理部長管理担当 氏 名 小山 茂和  TEL（03）4360-3159 
決算取締役会開催日 平成18年５月11日 中間配当制度の有無   有 
配当支払開始予定日 平成18年６月30日 定時株主総会開催日 平成18年６月29日 
単元株制度採用の有無  無 

 
1．18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）  
（1） 経営成績    （注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

      百万円 ％    百万円 ％  百万円 ％ 

18年３月期 8,075 （34.2）    969     (19.7)   951 (20.4) 

17年３月期 6,018 (△2.4)    809     (11.9)   790 ( 9.3) 

 

1 株 当 た り 潜在株式調整後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高 
 当 期 純 利 益 

当 期 純 利 益 1株当たり当期純利益        当期純利益率 経常利益率 経 常 利 益 率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

18年３月期   568 （25.6） 10,870 48  10,165 24  14.2 16.5  11.8 

17年３月期   452 （15.2） 46,808 11  44,860 13  16.9 19.9  13.1 

 （注）①期中平均株式数 18年３月期 51,371株  17年3月期 9,511株 
②会計処理の方法の変更 無 
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

(2)  配当状況 

1 株 当 た り 年 間 配 当 金 配 当 金 総 額 株 主 資 本  

 中 間 期 末 （ 年 間 ） 
配 当 性 向 

配 当 率 

  円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

18年３月期 2,000 00    －  －  2,000 00     105 18.4 2.3 

17年３月期 7,500 00    －  －  7,500 00     76 16.0 2.3 

 
（3） 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1 株 当 た り 株 主 資 本 

          百万円          百万円       ％ 円     銭 

18年３月期 6,675 4,638 69.5   87,659 33 

17年３月期 4,818 3,380 70.2  330,864 63 

 （注）①期末発行済株式数 18年３月期 52,805 株        17年3月期 10,195 株 
        ②期末自己株式数  18年３月期  －   株        17年3月期  －   株 
  
２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  
売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭  円 銭 

中間期 4,273 △ 39 △ 27 － －    －  － －  － 
通 期    8,749 861 511 － － 500  00 500  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 2,420 円 80銭 

※平成18年３月31日を分割基準日、平成18年４月１日を効力発生日として１：４の割合で株式分割しており、１株
当たりの年間配当金及び予想当期純利益は、分割後の211,220株をもって算出しております。 
※上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後
さまざまな要因によって異なる結果となる可能性があります。上記予想に関連する事項については、添付資料の５頁「次
期の見通し」をご参照ください。 
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６．個別財務諸表 

 

 ①貸借対照表 

 

 

 

 
前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 
増減 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 
構成比 

（％） 
金額（千円） 

（資産の部） 

Ⅰ 流動資産 

 １. 現金及び預金 

 ２. 売掛金 

 ３. 有価証券 

 ４. 商品 

 ５. 貯蔵品 

 ６. 前渡金 

７. 前払費用 

 ８. 繰延税金資産 

 ９. その他 

    貸倒引当金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,190,096 

648,101 

200,492 

175,884 

7,513 

10,383 

236,145 

18,085 

23,904 

△2,804 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,252,276 

734,174 

200,512 

182,528 

6,389 

10,903 

381,161 

24,253 

93,126 

△3,284 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  流動資産合計  3,507,801 72.8 3,882,041 58.1 374,239 

Ⅱ 固定資産 

 １. 有形固定資産 

  (1) 建物 

(2) 機械装置 

(3) 船舶 

  (4) 車両運搬具    

(5) 工具器具備品 

(6) 土地 

(7) 建設仮勘定 

 

※１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

35,121 

  789 

 5,942    

4,095 

35,662 

― 

19,810 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

127,247 

―  

 3,749      

2,789 

182,860 

139,589 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

有形固定資産合計 

   

２. 無形固定資産 

  (1) 営業権 

(2) 商標権 

  (3) ソフトウエア 

  (4) ソフトウェア仮勘定 

  (5) その他 

 101,420 

 

 

83,191 

3,462 

13,775 

77,969 

2,270 

2.1 

 

 

 

 

 

 

 

456,236 

 

 

― 

3,057 

184,653 

601,695 

2,280 

6.8 

 

 

 

 

 

 

 

354,815 

 

 

 

 

 

 

 

無形固定資産合計  180,669 3.8 791,685 11.9 611,016 

３. 投資その他の資産 

  (1) 投資有価証券 

(2) 関係会社株式 

(3) 長期前払費用 

(4) 繰延税金資産 

  (5) 会員権 

  (6) 長期性預金 

  (7) 敷金保証金 

  (8) 保険積立金 

  (9) その他    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44,000 

12,000 

5,523 

5,447 

109,830 

500,000 

254,401 

97,299 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

517,739 

141,455 

21,793 

― 

113,730 

400,000 

224,005 

126,537 

734 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資その他の資産合計  1,028,501 21.3 1,545,995 23.2  517,493 

 固定資産合計  1,310,591 27.2 2,793,917 41.9 1,483,326 

4,818,393 6,675,958 1,857,565 資産合計  

 

100.0 

 

100.0 
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前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 
増減 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

 負債の部 

Ⅰ 流動負債 

 １. 買掛金 

 ２. 未払金 

 ３. 未払法人税等 

４. 未払消費税等 

 ５. 前受金 

 ６. 預り金 

 ７. その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

693,669 

203,992 

199,894 

50,086 

211,156 

74,475 

4,452 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

954,166 

471,704 

191,983 

26,167 

104,195 

127,766 

51,697 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  流動負債合計  1,437,728 29.8 1,927,681 28.9 489,952 

Ⅱ 固定負債       

繰延税金負債  ―  109,426   

固定負債合計  ― ― 109,426 1.6 109,426 

負債合計  1,437,728 29.8 2,037,107 30.5 599,379 

 

 資本の部 

Ⅰ 資本金 

 

Ⅱ 資本剰余金 

   資本準備金 

 

※２ 

 

 

 

 

1,076,707 

 

 

1,016,707 

 

22.4 

 

 

 

 

1,376,386 

 

 

1,316,386 

 

20.6 

 

 

 

 

299,678 

 

 

 

  資本剰余金合計 

 

 

Ⅲ 利益剰余金 

  任意積立金 

   別途積立金 

  当期未処分利益 

 

 

 

 

 

 

 

1,016,707 

 

 

 

 

500,000 

787,167 

21.1 

 

 

 

 

 

     

1,316,386 

 

 

 

 

800,000 

971,632 

19.7 

 

 

 

 

 

     

299,678 

 

 

 

 

 

 

利益剰余金合計 

 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 

 

 

※３ 

1,287,167 

82 

26.7 

  

0.0 

1,771,632 

174,446 

26.6 

   

2.6 

484,464 

     

174,363 

資本合計  3,380,664 70.2 4,638,850 69.5 1,258,186 

負債資本合計  4,818,393 6,675,958 1,857,565 

   

100.0 

 

100.0 
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②損益計算書 
   

( 

前事業年度 
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

 

) 

 

(

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 

) 
増  減 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 
金額（千円） 

 

Ⅰ 売上高 

Ⅱ 売上原価 

 

 

 

 

6,018,222 

3,519,268 

％ 

100.0 

58.5 

 

8,075,936 

4,976,693 

％ 

100.0 

61.6 

 

2,057,713 

1,457,425 

  売上総利益 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

 

※２ 

2,498,953 

1,689,493 

41.5 

28.0 

3,099,242 

2,130,178 

38.4 

26.4 

600,288 

440,684 

営業利益 

 

Ⅳ 営業外収益 

 １. 受取利息配当金 

２. 受取手数料 

３. 受取賃貸料 

４. その他 

 

 

 

 

 

※１ 

809,460 

 

 

1,999 

418 

― 

64 

13.5 

 

 

 

 

 

969,064 

 

 

1,705 

1,110 

647 

641 

12.0 

 

 

 

 

 

159,604 

 

 

 

 

 

  営業外収益合計 

 

Ⅴ 営業外費用 

新株発行費 

 

 

 

 

2,482 

 

 

21,942 

0.0 

 

 

 

4,105 

 

 

22,072 

0.1 

 

 

 

1,622 

 

 

 

営業外費用合計 

 

 

 

21,942 

 

0.4 

 

22,072 

 

0.3 

 

129 

 

  経常利益 

 

Ⅵ 特別損失 

１. 固定資産除却損 

２. 投資有価証券評価損 

３. リース解約損 

４. その他 

 

 

 

※３ 

790,000 

 

 

― 

― 

― 

― 

13.1 

 

 

 

951,097 

 

 

21,875 

12,000 

4,788 

2,587 

11.8 

 

 

 

161,096 

 

 

 

  特別損失合計  ― 

 

― 

 

41,250 

 

0.5 

 

41,250 

 

 税引前当期純利益 

 

法人税、住民税及び事業税 

 法人税等調整額 

 790,000 

 

340,666 

△3,357 

13.1 

 

5.7 

△0.1 

909,847 

 

352,339 

△10,919 

11.3 

 

4.4 

△0.1 

119,846 

 

11,673 

△7,562 

  当期純利益 

 

前期繰越利益   

 

 

 

452,691 

 

334,475 

7.5 568,427 

 

403,204 

7.0 115,735 

 

68,729 

当期未処分利益  787,167  971,632  184,464 
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③キャッシュ・フロー計算書 

  

 

(

前事業年度 
自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

 

) 
区分 

注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

  １. 税引前当期純利益  790,000 

  ２. 減価償却費  54,234 

  ３. 貸倒引当金の増減額  （減少：△）  703 

  ４. 受取利息配当金  △1,999 

  ５. 新株発行費  21,942 

  ６. 売上債権の増減額   （増加：△）  △59,931 

  ７. たな卸資産の増減額  （増加：△）  △36,876 

８. 前払費用の増減額   （増加：△）  △50,725 

９. その他資産の増減額  （増加：△） △2,988 

  10. 仕入債務の増減額   （減少：△）  9,744 

  11. 未払消費税等の増減額 （減少：△）  24,963 

  12. 未払金の増減額    （減少：△）  12,972 

  13. その他負債の増減額  （減少：△）  68,168 

      小計  830,210 

  14. 利息及び配当金の受取額  806 

  15. 法人税等の支払額  △296,186 

     営業活動によるキャッシュ・フロー  534,829 

   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

  １. 長期性預金の預入による支出  △500,000 

  ２. 有形固定資産の取得による支出  △51,404 

  ３. 無形固定資産の取得による支出  △82,274 

  ４. 投資有価証券の取得による支出  △32,500 

  ５. 貸付金の回収による収入  1,875 

  ６. 敷金保証金の取得による支出  △167,252 

  ７. 敷金保証金の返還による収入  1,047 

  ８. 関係会社株式の取得による支出  △12,000 

  ９. 営業譲受に伴う支出  △17,628 

  10. その他  △39,078 

    投資活動によるキャッシュ・フロー  △899,216 

   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

  １. 株式の発行による収入  984,763 

  ２. 配当金の支払額  △44,034 

   財務活動によるキャッシュ・フロー  940,728 

   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  576,342 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  1,814,246 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高  2,390,588 
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④利益処分案 

  

前事業年度 

（株主総会承認日 

平成17年６月29日） 

当事業年度 

（株主総会承認予定日 

平成18年６月29日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   787,167  971,632 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  76,462  105,610  

２．役員賞与金  7,500  10,000  

３．任意積立金      

別途積立金  300,000 383,962 400,000 515,610 

Ⅲ 次期繰越利益   403,204  456,022 
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重要な会計方針 

項目 
 

(

前事業年度 
自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

 

) 

 

(

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 

) 

1. 有価証券の評価基準及び 

評価方法 

(1) 関連会社株式 

移動平均法による原価法によっ

ております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）によって

おります。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法によっ

ております。 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 同左 

 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

  時価のないもの 

同左 

2. たな卸資産の評価基準及 

び評価方法 

(1) 商品 

移動平均法による原価法によっ

ております。 

 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法によっておりま

す。 

(1) 商品 

同左 

 

 

(2) 貯蔵品 

同左 

 

3. 固定資産の減価償却の方 

法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物       3～15年 

機械装置      16年 

船舶                 5年 

車両運搬具           6年 

工具器具備品    3～15年 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

但し、営業権については、5年

間の均等償却、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における

利用可能期間（5年）による定額

法によっております。 

(3) 長期前払費用 

定額法によっております。 

 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 但し、平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備は除く）

については、定額法によっており

ます。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物       3～30年 

機械装置      16年 

船舶                 5年 

車両運搬具           6年 

工具器具備品    3～15年 

 

(2) 無形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

(3) 長期前払費用 

同左 

4. 繰延資産の処理方法 

 

 

 

新株発行費 

支出時に全額費用処理しており

ます。 

新株発行費 

同左 
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項目 
 

(

前事業年度 
自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

 

) 

 

(

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 

) 

5. 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

っており、貸倒懸念債権及び破産更生債

権等については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

6.  リース取引の処理方法 

 

 

 

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 

7. キャッシュ・フロー計算 

書における資金の範囲 

 

 

 

 

 

キャッシュ・フロー計算書における資

金の範囲は手許現金、要求払預金及び取

得日から3ヶ月以内に満期日又は償還日

の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投資

を範囲としております。 

 

8.  その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

会計処理の変更 

 

(
前事業年度 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 

) 
 

(
当事業年度 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 

) 
 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

 

追加情報 

 

(

前事業年度 
自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

 

) 

 

(

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 

) 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９

号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以

後開始る事業年度より外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当期から「法人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16

年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が13,892千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、13,892千円

減少しております。 
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注記事項 
(貸借対照表関係) 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

※１  有形固定資産の減価償却累計額  39,533千円 

※２  授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式  35,000株 

発行済株式総数 普通株式   10,195株 

 

※３  商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額    82千円 

 

４    

※１  有形固定資産の減価償却累計額  100,179千円 

※２  授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式   175,000株 

   発行済株式総数 普通株式     52,805株 

 

※３  旧商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額 174,446千円 

 

４  偶発債務 

   保証債務 

   次のとおり保証を行っております。 

被保証者 
保証金額 

（千円） 
適用 

山中 孝一 418,087 建物賃借料 

 

 
当期中の発行済株式数の増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

(損益計算書関係) 

 

(

前事業年度 
自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

 

) 

 

(

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 

) 

※１ 

 

 
※２ 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

給料手当             544,625千円 

荷造運賃             167,742千円 
業務委託料          90,557千円 

リース料       89,685千円 

賞与              84,912千円 
支払地代家賃          83,538千円 

法定福利費      78,039千円 

役員報酬       61,320千円 
消耗品費       56,946千円 

 

 
おおよその割合 

販売費        51.6％ 

一般管理費      48.4％ 
※３  

※１ 関係会社との取引に係るものが次の通り含まれてお

ります。 

   関係会社への受取賃貸料   647千円 
 

※２ 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

給料手当             650,834千円 
荷造運賃             297,372千円 

支払地代家賃         117,622千円 

リース料       111,908千円 
賞与             100,463千円 

法定福利費      88,103千円 

消耗品費       82,277千円 
業務委託費      81,491千円 

営業委託料            69,165千円 

減価償却費      39,146千円 
おおよその割合 

販売費      46.7％ 

一般管理費    53.3％ 
※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物            21,763千円 

工具器具備品         111千円 
計       21,875千円 

発行年月日 発行形態 発行株式数(株) 発行価格(円) 資本組入額(円) 

平成17年５月20日 株式分割(1:5) 40,780 ― ― 

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 

新株引受権の行使 

（平成12年３月22日決議）
630 30,000 15,000 

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 

新株引受権の行使 

（平成13年３月14日決議）
150 108,714 54,357 

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 

新株予約権の行使 

（平成15年４月24日決議）
50 120,000 60,000 

平成18年３月２日 公募増資 1,000 558,150 279,075 
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(キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

(

前事業年度 
自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

 

) 

 

(

当事業年度 
自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

 

) 

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 （平成17年３月31現在） 

現金及び預金勘定       2,190,096千円 

有価証券勘定          200,492千円 

現金及び現金同等物      2,390,588千円 

 

現金及び現金同等物とした「有価証券」は「マネ

ー・マネジメント・ファンド」であります。 

 

(2)営業譲受により増加した資産及び負債の主な内訳 

 

   流動資産    76,795千円 

   固定資産    64,711千円 

   資産合計    141,506千円 

   流動負債    123,878千円 

   負債合計    123,878千円 

 当事業年度から、連結財務諸表を作成しております

ので、当事業年度に係る「キャッシュフロー計算書」

の注記は記載しておりません。 
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(リース取引関係)  

 

(

前事業年度 
自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

 

) 

 

(

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 

) 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

相当額及び期末残高相当額      

 

 取得価額

相 当 額 

（千円） 

減価償却累

計額相当額 

（千円） 

期末残高

相 当 額 

（千円） 

建物 24,033 16,262 7,770 

工具器 

具備品 
332,930 171,520 161,409 

ソフト 

ウェア 
419,841 191,106 228,735 

合計 776,805 378,889 397,915 

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内               162,404千円 

１年超               245,711千円 

合  計               408,115千円 

 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 

相当額 

支払リース料           167,540千円 

減価償却費相当額      158,022千円 

支払利息相当額         10,940千円 

  

 

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額相当

額の差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。 

 
２.オペレーティング･リース取引 

    未経過リース料 

    1年内         1,235千円 

1年超           720千円 

合計         1,956千円 

 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

相当額及び期末残高相当額      

 

 取得価額

相 当 額 

（千円） 

減価償却累

計額相当額 

（千円） 

期末残高

相 当 額 

（千円） 

建物 15,564 11,966 3,597 

工具器 

具備品 
324,057 196,022 128,034 

ソフト 

ウェア 
377,639 222,277 155,362 

合計 717,261 430,266 286,994 

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内              135,428千円 

１年超              159,456千円 

合 計              294,885千円 

 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 

相当額 

支払リース料          175,541千円 

減価償却費相当額     165,380千円 

支払利息相当額         8,444千円 

 

 

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

 

 

 

 
（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 
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(有価証券関係) 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

1.その他有価証券で時価のあるもの 

区  分  
取得原価 

（千円） 

貸借対照表日における

貸借対照表計上額 

（千円） 

差額 

（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を 

超えるもの 
(1) 株式    162    300 138 

合  計     162    300 138 

 （注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合

にはすべて減損処理を行っております。 
 

2.時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額  

内  容 
貸借対照表計上額 

(千円) 

  子会社株式及び関連会社株式 

   関連会社株式 
12,000 

その他有価証券 

   マネー・マネジメント・ファンド 

   非上場株式 

 

200,492 

43,700 

 

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。
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(デリバティブ取引関係) 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当事業年度から、連結財務諸表を作成しておりますので、当事業年度に係る「デリバティブ取引関

係」の注記は記載しておりません。 

 

  (退職給付関係) 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当事業年度から、連結財務諸表を作成しておりますので、当事業年度に係る「退職給付関係」の注

記は記載しておりません。 
 
(税効果会計関係) 

前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生
原因別の内訳 
   繰延税金資産（流動） 
    未払事業税        15,320千円 

未払事業所税      1,747千円 
    その他         1,016千円 
    合  計        18,085千円 

繰延税金資産（固定）           
投資有価証券評価損    4,769千円 
その他           733千円 
 合  計        5,502千円 

 繰延税金負債（固定）     
   その他有価証券評価差額金   55千円 

繰延税金資産の純額    23,532千円 
 
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税
等の負担率との間に重要な差異があるときの
当該差異の原因となった主な項目別の内訳 
 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税
率の負担率との差異が、法定実効税率の100
分の５以下であるため、記載を省略しており
ます。 
 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原
因別の内訳 
  繰延税金資産（流動） 

未払事業税         19,410千円 
未払事業所税         1,988千円 
その他            2,855千円 
合  計          24,253千円 

繰延税金資産（固定）           
投資有価証券評価損      9,734千円 
その他                  519千円 

 合    計         10,253千円 
 繰延税金負債（固定）     
  その他有価証券評価差額金   △119,680千円 
繰延税金負債の純額         △85,172千円 

 
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との間に重要な差異があるときの当該
差異の原因となった主な項目別の内訳 
 同 左 
 

 

(持分法損益等) 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため注記を省略しております。 

 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当事業年度から、連結財務諸表を作成しておりますので、当事業年度に係る「持分法損益等」の注

記は記載しておりません。 



 41 

（関連当事者との取引） 

前事業年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 

1. 親会社及び法人主要株主等 

 
関係内容 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又 

は出資金 

（百万円）

事業の内容 

又は職業 

議決権等の 

被所有割合 

（％） 

役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社 
株式会社 

パソナ 

東京都

千代田

区 

 

8,258 
人材派遣業 

直接54.5 

間接  － 
兼任3人 

当社の会員

であるとと

もに、人材派

遣を受けて

おります。 

売上高 

その他経費 

198,456 

75,312 

売掛金 

未払金 

18,600 

7,814 

（注）1. 売上高とは福利厚生サービス、その他経費は外注派遣費・事務所賃借料等であります。 

2. 記載金額は取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

3. 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 当社会費及び人材派遣価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっ

ております。 

 

当事業年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 
当事業年度から、連結財務諸表を作成しておりますので、当事業年度に係る「関連当事者との取引」

の注記は記載しておりません。 
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(１株当たり情報) 

 

(

前事業年度 
自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

 

) 

 

(

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 

) 

 

１株当たり純資産額 330,864円63銭 

１株当たり当期純利益 46,808円11銭 

潜在株式調整後1株 

当たり当期純利益 44,860円13銭 

 

１株当たり純資産額 87,659円33銭 

１株当たり当期純利益 10,870円48銭 

潜在株式調整後1株 

当たり当期純利益 10,165円24銭 

 

 当社は、平成17年５月20日付で普通株式１株につ

き５株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前事業年度における１株当たり情報につ

いては、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額        66,172円92銭 

１株当たり当期純利益金額      9,361円42銭 

潜在株式調整後１株当たり当期     

純利益金額             8,971円66銭 

 

 
（注）1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

 

項目 
 

(

前事業年度 
自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

 

) 

 

(

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 

) 

損益計算書上の当期純利益(千円) 452,691 568,427 

普通株式に係る当期純利益(千円) 445,191 558,427 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

(千円) 

 利益処分による役員賞与金 

7,500 10,000 

普通株主に帰属しない金額(千円) 7,500 10,000 

普通株式の期中平均株式数（株） 9,511 51,371 

当期純利益調整額（千円） － － 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた普通株式増加数の主要な内

訳（株） 
 新株引受権 
 新株予約権 

 

 

282 

131 

 

 

2,010 

1,554 

普通株式増加数（株） 413 3,564 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後 1株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

  

１株当たり指標遡及修正値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）平成18年３月期において、平成17年３月31日を分割基準日、平成17年５月20日を効力発生日として１：５
の割合で株式分割しております。 

平成17年３月期 平成18年３月期  

 中間 期末 中間 期末 

 
１株当たり中間（当期）純利益 
１株当たり中間配当金（配当金）

１株当たり株主資本 

  円  銭 
515  90  

―  

58,260  94  

   円  銭 
9,361  42  

1,500  00  

66,172  92  

円  銭 
843  45  

―  

68,917  98  

円  銭 
10,870  48  

2,000  00  

87,659  33  
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(重要な後発事象) 

 

( 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

 

) 

 

(

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 

) 

 

 平成17年2月9日開催の当社取締役会の決議に基

づき、次のように株式分割による新株式を発行し

ております。 

1. 平成17年5月20日をもって普通株式１株につ

き５株の割合をもって分割します。 

(1) 分割により増加する株式数 

    普通株式      40,780株 

(2) 分割方法 

   平成17年３月31日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載又は記録された

株主の所有株式数を、１株につき５株の

割合をもって分割します。 

2. 配当起算日 

   平成17年４月１日 

 

   当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前期における１株当たり情報及び当

期首に行われたと仮定した場合の当期におけ

る1株当たり情報は、それぞれ以下のとおりと

なります。  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

   44,413円87銭 

１株当たり当期純利益 

    8,926円11銭 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、ストックオプション

制度導入に伴う新株予約権

残高がありますが、当社株

式は非上場・非登録である

ため、期中平均株価が把握

できませんので記載してお

りません。 

１株当たり純資産額 

   66,172円92銭 

１株当たり当期純利益 

    9,361円42銭  

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

    8,971円66銭 

 

 平成18年２月１日開催の当社取締役会の決議に

基づき、次のように株式分割による新株式を発行

しております。 

1. 平成18年４月１日をもって普通株式１株につ

き４株の割合をもって分割します。 

(1) 分割により増加する株式数 

    普通株式      158,415株 

(2) 分割方法 

   平成18年３月31日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載又は記録された

株主の所有株式数を、１株につき４株の

割合をもって分割します。 

2. 配当起算日 

   平成18年４月１日 

 

   当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前期における１株当たり情報及び当

期首に行われたと仮定した場合の当期におけ

る１株当たり情報は、それぞれ以下のとおり

となります。  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

   16,543円23銭 

１株当たり当期純利益 

    2,340円35銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 

    2,242円91銭 

１株当たり純資産額 

   21,914円83銭 

１株当たり当期純利益 

    2,717円62銭  

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

    2,541円31銭 
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７．役員の異動 

（１） 代表者の異動 

（２） その他の役員の異動 

  上記（1）（2）に関しましては、変更のある場合には可及的速やかに開示いたします。 


